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１．事業所と医療機関の連携 
【目的】事業所がどのような課題を持ち、公的機関や医療機関にどのような支援・連携を期待しているのかを明らかにする。 
 

 専門家へ相談をした事業所は18.4％。主な相談先は社会保険労務士・産業医：86.8％であり、医療機関の主治医：16.0％・相
談部門：0.0％、地域産業保健センター：0.9％である。 

 専門家へ相談しなかった主な理由は「従業員と話し合い対応できた」：79.5％、「相談する先がわからなかった」：18.9％。                                                   
                                             

「治療の見通し」に関する具体例 

治療に要する期間 89.8% 

副作用や後遺症の対処方法 35.6% 

治療で起こりうる副作用 32.2％ 

「医療機関との連携方法」に関する具体例          

従業員が医療機関の相談窓口に相談する際の手続き 45.0％ 

従業員と雇用主が一緒に医療機関で説明を受ける場合の手続き 30.8％ 

相談に係る費用について 23.1％ 

その他 1.2％ 

従業員が私傷病の診断を受けた際、対応に苦慮したこと 従業員ががんと診断を受けた場合に事業主が知りたいこと 

医療機関との連携に関する具体例 アクセシビリティの解消 

（坂本,西田.日職災医誌.2017） 

（N＝553） 
（N＝512） 

調査実施時期：2014年2月～4月 調査対象：千葉県内事業所 有効回答：575事業所 

事業所および患者向けリーフレット・情報共有シート作成 
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東病院実績 2012年度 2017年度 

初診から 
初回面談まで 

1年5か月 3.9ケ月 

就労継続希望 11.1％ 71.8％ 

退職後 30.6％ 2.6％ 

・相談部門に来室した患者に就労支援に 
     関するニーズを確認：38.6％ 
・各種スクリーニングへの反映 : 29.3％ 
・相談部門からアウトリーチ ：11.2％ 
 

 

緩和ケアスクリーニングへの反映を推奨 

81.5% 

66.9% 

65.4% 

44.0% 

39.1% 

38.4% 

35.1% 

10.0% 

10.0% 

4.9% 

5.9% 

0.0% 30.0% 60.0% 90.0%

会社以外で利用できる公的制度の情報・手続き 

今後の治療のｽｹｼﾞｭｰﾙや起こりうる副作用について 

会社の休職中の対応について 

休暇に要する期間 

再就職支援（ﾊﾛｰﾜｰｸの利用） 

復職時の支援（主治医や会社との交渉方法） 

他の患者の体験（休職・復職）を知りたい 

会社とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援 

就労に関する相談は経験したことがない 

法的支援 

その他 

２．医療機関における就労支援の実態 
【目的】病院特性の異なる医療機関における、がん患者の就労支援の実態を明らかにする。 
 

 調査対象：がん診療連携拠点病院および労災病院 計451施設(有効回答235施設 978名／回収率52.1％） 
 がん患者の就労に関する相新規談件数：年間10.0件（中央値） 
 社会保険労務士や産業保健スタッフ・ハローワークとの協働体制を整備している医療機関：43.6％ 
 相談員の配置場所：外来専従32.4％、病棟専従46.4％                                            

アウトリーチの重要性 

（N＝388） 

（N＝950） 

平成29年度厚生労働科学研究費補助金がん対策推進総合研究事業がん患者の就労継続及び職場復帰に資する研究（調査実施：2017年） 

 

相談員の対応困難感 

就労に関する相談内容 

69.0% 

61.1% 

55.8% 

29.5% 

27.4% 

10.7% 

7.9% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

活用可能な支援資源が限られており、問題の解決に至らない 

相談部門の利用者が少なく、ﾆｰｽﾞの有無がわからない 

相談開始時には、すでに離職しており可能な支援が限られている 

雇用主あるいは主治医との情報共有が困難 

雇用主と主治医や患者本人の意向の食い違い 

医師や看護師等、多職種の協力を得ることが困難 

その他 
（N＝903） 
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

治療のスケジュールや起こりうる副作用について早めに知りたい 

休職中に受けられる支援制度について知りたい 

他の患者さんの工夫を知る場を提供してほしい 

受診日や治療方針の決定に仕事の都合を考慮してほしい 

一般的な休職に関する会社の仕組みについて知りたい 

働き方の変更について相談したい 

家事や育児などに関する負担の軽減策を相談したい 

会社との情報共有 

労働問題専門職の法的支援を受けたい 初診時 ６ヶ月後 ２年後 

３．治療プロセスに応じた支援の検討 

 一定数のがん治療体験者は、身体的困難（疲労・体力の低下など）・心理社会的問題（不安、抑うつ、悲嘆、自己
評価の低下、復職困難など）・経済的問題に直面し、QOLの低下が生じている。（Gotai  et al.2002ほか） 

 介入プログラムの構成要素で多くを占めたのは、就労に関連した教育・助言・励まし：68％、職業訓練（リハビリ
など）：21％、職場との調整：11％であった。先行研究ではFeasibility studyに留まるものが多く、対象者数の 

限界等により有用性が評価されたものはほとんど見当たらない。（Tamminga et al.2010ほか）                                               
                                             

医療者に対して望む支援 
既存の役立つ資源を 

知る 

（N＝388） 

（N＝512） 

【目的】 働くがん患者の治療の時間軸での支援ニーズの把握・離職を考慮する時期について明らかにする。 
 

【離職の実態・主たる離職理由】                                                     

  ・がん専門病院初診時 ：5.7％ 

  ・初診後から6か月以内：12.4％ 

  ・6か月後から2年以内 : 16.2％ 
 

  ※この他、がんの疑いの説明を受けた時点で離職を検討した患者：33.3％  

平成29年度厚生労働科学研究費補助金がん対策推進総合研究事業がん患者の就労継続及び職場復帰に資する研究（調査実施時期：2015年～2018年 回収率91.9％） 

 

60.0% 

33.3% 

20.0% 

20.0% 

0.0% 30.0% 60.0%

周囲に迷惑をかけたくなかった 

体力的に続ける自信がなかった 

続けられるような支援制度がなかった 

自分自身の優先順位が変わった 

診断初期から 
活用可能な資材作成 
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4．「仕事と治療の両立 お役立ちノート」 
        を用いた就労支援プログラムに関する研究 

 

・評価時期：初診から3か月後，初診から6か月後 
 

・評価項目： 
 ［実行可能性］自記式調査票 
       ①満足度(満足、役に立った、他に進める） 
   ②理解度（病気や治療の内容、今後の見通し） 
   ③意思決定の葛藤の度合い（DCS日本語版） 
 

 ［表面妥当性・内容妥当性］半構造面接 
   ①わかりやすさ 
   ②理解の難しい項目、不足している項目の有無 
 

 ［その他］ 
   ①離職率 
   ②活用した支援資源の項目数  
   ③EORTC QLQ-30 
         ④病気に対する効力感（SEAC) 

【目的】モデル事業と並行して、仕事とがん治療の両立 お役立ちノート」を組み合わせた就労支援プログラムの 

                                        臨床的有用性を検証する。 
 実  施  施  設 :モデル事業実施施設17施設のうち、有志の9施設 
 調  査  対  象：研究実施施設に初診し、初回治療を開始予定の患者 
 主要評価項目：離職率 
 副次評価項目：就労継続率・離職決断時期、EORTC QLQ-C30、がん患者の病気に対する効力感尺度（SEAC） 
          ケアへのアクセス                                     

診断初期からのスクリーニングシステム 
検証項目 

アウトカム 

QOL向上 
社会での自立 
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まとめ 

 
                                                                                  

現状と課題 

1. がん診療連携拠点病院のがん相談支援センターと社会保険労務士・ハローワー
クの協働体制は拡充されつつあるが、事業所や患者さんへの周知は検討の余地
があると考える。 

2. 医療機関においては既存のシステムと連動したアウトリーチを行っている施設
では、就労支援を希望する患者が多く、より早期に相談支援センターや専門家
等の支援を活用していた。 

3. モデル事業と並行して「仕事と治療の両立 お役立ちノート」を用いた就労支
援プログラムの有用性評価を有志の施設で検証中である。 

今後は、体力低下を理由に就労継続を断念せざるを得ない患者へリハビリ等も    
含めた就労支援プログラムの検討が必要と考える。 
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